
固定残業代のインパクトは甚大 

 固定残業代制度を導入している企業は多

く、それが労働基準法に照らして適法かど

うかによって、経営に与える影響は甚大な

ものになります。仮に、自社の固定残業代

制度が有効と認められない場合には、①残

業代を 1 時間分も支払っていないことにな

る②これまで支払っていた固定残業代部分

も残業代計算の基礎賃金に組み込まれる③

裁判に至れば裁判費用や場合によっては付

加金の支払いを命じられることがある、と

いったリスクが生じ、文字通りの三重苦に

追い込まれる可能性があります。 

そのため、固定残業代の支払が有効とな

るための要件、判断要素を検討することは

極めて重要であり、特に裁判で有効とされ

た事例または無効とされた事例の検討は大

いに参考になります。 

近年の裁判傾向から見た注意点 

 近年の裁判傾向から、固定残業代制度の

有効性について注意しなければならないの

は大きく２点です。第一に、固定残業代制

度を設計する際、その制度導入の目的に正

当性、合理性が必要です（「コストダウン」

などの目的では無効になる可能性が高いで

しょう）。また、従業員への十分な説明を行

うなどにより、その導入手続きの妥当性を

確保することによって、制度内容及び計算

方法に合理性が認められ、裁判上も有効と

認められやすくなります。第二には、固定

残業代の金額の定め方について、通常の労

働時間として支払われるべき金額が多く含

まれている、つまり、通常の労働時間の賃

金を構成する基本給を、固定残業代に振り

分けただけと判断され得る場合には、有効

とは認められない可能性が大きくなります。 

 そのため、固定残業代制度を設計すると

きには、自社における、平均的な残業時間

などの数値や、法令遵守を意識した残業時

間の目標数値などに基づく、合理的な金額

設定が必要になると解されます。 

導入にはメリットデメリットを考慮 

 繰り返しになりますが、自社における固

定残業代制度について、有効性が認められ

ない場合、経営に与えるインパクトは甚大

なものになります。固定残業代制度の導入

に関しては、メリットとデメリット両面を

考慮して、残業代の支払は、固定残業代が

よいか、労働基準法通りの計算がよいか検

討が必要です。 
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「固定残業代」近年の裁判傾向 

特に「有効」とされ

た裁判例は参考にな

ります。 
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